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表1　各研究方法の特徴
　各研究方法の特徴をまとめたものが，表1である。それでは，今後，どのような方法で導入
研究を行えばいいのだろうか。以下では，二つのやり方を提示したい。
　表1からわかることは，各研究方法には強みと弱みがあるということである。たとえば，サ
ーベイは導入プロセスの解明について他の研究方法ほどには十分な分析ができないが，導入阻
害・促進要因や導入成果については強みを発揮する。また，表中の星はあくまで目安で，研究
方法が異なれば分析の焦点は違っている。既に述べたとおり，サーベイとケースリサーチでは，
導入の阻害要因・促進要因を違った視点から明らかにしようとしている。
viiわれわれはKasanen　et　al．［1993］の提唱するConstructive　approachが，イノベーション・アクションリサー
　チとほぼ一緒のものであると考えている。また，Shein［1988］が提唱するプロセスコンサルテーション
　も，研究者が理論開発を目的として企業の経営に参画するという点で，イノベーション・アクションリ
　サーチに近いものだと考えている。
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　ここから，導入研究の目指すべき方向の第一として，複数研究方法の採用，すなわちトライ
アンギュレーションをあげることができる。導入現象の様々な論点を包括的に分析しようとす
れば，単一の研究方法だけでは不十分で，他の研究方法と組み合わせて弱点を補完する必要が
ある。また，あるひとつの論点について分析しようとする場合にも，複数のアプローチを採用
することでタイプの異なるデータを収集できる。導入現象について誤って解釈するのを防ぐこ
とができるだけでなく，単一アプローチでは見過ごされていたかもしれないことを発見できる
かもしれない。
　導入研究が目指すべきもうひとつの方向は，アクションリサーチやイノベーション・アクシ
ョンリサーチへの積極的な挑戦である。表からもわかるとおり，これらは研究者が導入実務に
たずさわることで，導入プロセス，導入阻害・促進要因および導入成果についての深い調査が
可能となる。だが，分析結果の客観性の低さおよび研究の非効率さがネックとなって敬遠され
ることが多く，特に，アカデミックなトップジャーナルに論文を載せてテニュアーを取得しよ
うとする際には，非常にリスクの高い研究方法となっている。しかし，冒頭で述べたとおり，
導入研究が注目されてきた背景として，理論的に優れている管理会計システムがなかなか採用
されなかったり，成功をもたらさなかったりするという実務上の問題点の解明，解決があった。
このようなニーズには，現場の問題点を直視して，臨床的に解決策を探るアクションリサーチ
や，現行のものより優れた管理会計システムの開発を目指すイノベーション・アクションリサ
ーチが威力を発揮する。近年，もっとも注目を集め，管理会計のパラダイムを変えたABCおよ
びBSCの二つのシステムがKaplanらのイノベーション・アクションリサーチから生み出されたと
いう点を考えても，潜在的に大きなパワーを秘めた研究方法である。これらは今日まで主流と
はいえない位置付けであるが，研究者が管理会計の発展および企業実務の改善に対してもっと
大きな貢献をしようとすれば，自らが現場の問題に積極的に関与，干渉するこれらの研究方法
はもっと積極的に採用されるべきではないだろうか。
　そのためには，今後はアクションリサーチやイノベーション・アクションリサーチを実施す
るリスクを小さくできるよう，調査や分析の手順，結果に対する客観性の持たせ方などについ
ての議論が蓄積されていくことが期待される。また，それと同時に，このようなアクション志
向の研究からの成果をどのように評価していくかという新たな論点も浮上する。サーベイやケ
ースなどの成果と同じような評価軸を適用していけばいいのか，それともアクション志向の研
究の成果は別の観点から評価するべきかということについても検討が必要であろうviii。
　〔付記〕本論文は日本会計研究学会特別委員会［2001］を加筆訂正しているが，一切の不備は筆者個人の
責任である。なお，文部省科学研究費助成金による研究成果の一部である。
viii本稿では，トライアンギュレーションとアクション志向の研究の二つが有効であると主張した。だが，
　トライアンギュレーションを行う際に，アクションリサーチやイノベーション・アクションリサーチを
　含めていいかどうかは難しいポイントである。なぜなら，サーベイリサーチとケースリサーチはともに
　現象に対して第三者的な立場からアプローチするもので両立が可能だが，アクション志向の研究方法で
　は研究者はシステム導入に深く関与し，当事者になってしまう。導入過程において，研究者が正しいあ
　るいは優れていると価値判断したシステムデザイン，導入手順を採択しているという点からも，現象の
　分析において中立性の確保が難しいのは明らかである。アクション志向の研究方法とのトライアンギュ
　レーションが，サーベイやケースによる分析結果の客観性を低めてしまうかどうかについて慎重に検討
　していく必要がある。
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